
1 第８８号議案
　品川区公契約条例 ---  P. ２

２ 第９２号議案
　中原保育園および中原児童センター改築電気設備工事請負契約 ---  P. １０
　の変更について

３ 第９３号議案
　西五反田公園改修工事請負契約の変更について ---  P. １３

４ 第９４号議案
　勝島地区雨水管整備工事請負契約 ---  P. １５

５ 第９５号議案
　第二戸越幹線整備工事（北品川特殊人孔等整備）請負契約の変更 ---  P. １９
　について

６ 第９８号議案
　教師用指導書他の買入れの追認について ---  P. ２１

７ 第９９号議案
　教師用指導書他の買入れの追認について ---  P. ２３

８ 報告第３０号
　専決処分の報告について（中原保育園および中原児童センター改築 ---  P. ２５
　機械設備工事請負契約の変更）

９ 報告第３１号
　専決処分の報告について（荏原保健センター等複合施設大規模改修 ---  P. ２７
　工事請負契約の変更）

１０ 報告第３２号
　専決処分の報告について（荏原保健センター等複合施設大規模改修 ---  P. ２９
　機械設備工事請負契約の変更）

１１ 報告第３３号
　専決処分の報告について（荏原保健センター等複合施設大規模改修 ---  P. ３１
　電気設備工事請負契約の変更）

１２ 報告第３６号
　専決処分の報告について（第四日野小学校校舎改築その他工事請負 ---  P. ３４
　契約の変更）

１３ 報告第３７号
　専決処分の報告について（浜川中学校校舎改築その他工事請負契約 ---  P. ３６
　の変更）

１４ 報告第３８号
　専決処分の報告について（城南第二小学校改築工事請負契約の変更）---  P. ３８
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第８８号議案 品川区公契約条例 

 

１ 品川区公契約条例の目的 

 

 ⑴ 入札等の適正化および労働環境の整備を推進し、区の締結する契約の適正履行

や良質な品質の確保を図る。 

 

 ⑵ 「誰一人取り残さない」ＳＤＧｓの理念を踏まえ、賃金をはじめとした労働環

境の確保を図ることで、区民のウェルビーイングの向上につなげる。 

 

２ これまでの取り組み 

 

 ⑴ 「品川区が発注する契約に係る労働環境の確認に関する要綱」制定（平成３１

年） 

 

３ 条例の検討 

 

 ⑴ 検討組織 

   品川区公契約条例に関する検討委員会（令和６年８～１０月、３回） 

    学識経験者３人、労働者団体関係者２人、事業者団体関係者２人 

 

 ⑵ 検討事項 

  ア 条例のタイプ（賃金条項型）について 

  イ 労働報酬下限額について 

  ウ 対象契約について 

  エ 労働環境確保策について 

 

４ 品川区公契約条例の概要 

 

⑴ 基本方針（第３条関係） 

 ア 契約手続きの透明性確保、公正な競争の促進 

 イ 談合等不正行為の排除 

 ウ 適正な労働条件の確保 

 エ 持続可能な社会の実現に資する取組みを行う事業者の受注機会の確保 等 
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⑵ 適用される公契約の範囲（第６条関係） 

 ア 工事または製造請負契約 １億８千万円以上の契約 

 イ ア以外の請負契約および業務委託契約 ２千万円以上の契約であって、規則

で定めるもの 

 ウ 指定管理協定 規則で定める指定管理協定 

 

⑶ 労働報酬下限額（第７条、第８条関係） 

 ア 受注者（下請事業者等を含む。）が対象となる公契約に専ら従事する労働者

等に対し、区長が定める「労働報酬下限額」以上の報酬を支払うことについて、

契約に盛り込むことを定める。 

 イ 労働報酬下限額の算出基準は、「品川区公契約審議会」の意見を聴いて定め

る。 

 

⑷ 労働環境の確保（第１０条～第１２条関係） 

 ア 労働者からの申出 

 イ 事業者からの報告、区の立入調査 

 ウ 是正の求め 

 

⑸ 品川区公契約審議会の設置（第１４条関係） 

 ア 労働報酬下限額、算出基準その他の公契約に関し必要な事項を調査審議する

ための附属機関を設置する。 

 イ 品川区公契約審議会は、学識経験者３人以内、労働者団体関係者２人以内、

事業者団体関係者２人以内で構成する。 

 

⑹ 施行日 

  令和７年４月１日 

  ただし、労働報酬下限額に係る規定等については、令和８年４月１日以後に締

結する公契約について適用する。 

 

⑺ 付則による条例の一部改正 

  品川区公契約審議会の委員の報酬日額を定めるため、「品川区附属機関の構成

員の報酬および費用弁償に関する条例」の一部改正を行う。 

 （品川区公契約審議会の報酬日額） 

  ア 会長 ２３，０００円 

  イ 委員 ２０，０００円 
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   品川区公契約条例（案） 

 （目的） 

第１条 この条例は、品川区（以下「区」という。）における公契約に関し、基本方針

ならびに区および受注者の責務を定め、公契約に係る入札、契約等の適正化および

労働者等の適正な労働環境の整備を推進することにより、公契約の適正な履行およ

び良好な品質の確保を図り、もって持続可能な社会の実現、地域経済の活性化およ

び区民の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 公契約 区が締結する工事、製造その他の請負契約、業務委託契約および地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する公の施設の

管理に関する協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。 

 ⑵ 受注者 区と公契約を締結する者をいう。 

 ⑶ 受注関係者 次に掲げる者をいう。 

  ア 区以外の者から公契約に係る業務の一部を請け負い、または受託する者（次

号イに掲げる者を除く。） 

  イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和６０年法律第８８号）第２条第３号に規定する労働者派遣事業として、

受注者またはアに掲げる者に次号アに掲げる者を派遣する者 

 ⑷ 労働者等 次に掲げる者をいう。 

  ア 受注者または受注関係者に雇用され、専ら公契約に係る業務に従事する労働

基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみ

を使用する事業または事務所に使用される者および家事使用人を除く。） 

  イ 受注者または受注関係者との契約により、公契約に係る業務の一部を請け負

い、または受託する者であって、当該業務を他の者を使用しないで行うもの 

 ⑸ 労働報酬 公契約に係る業務の対価で、次に掲げるものをいう。 

  ア 前号アに掲げる者がその雇用する者から得る賃金 

  イ 前号イに掲げる者が同号イの契約により得る収入 

 （基本方針） 

第３条 区における公契約に係る基本的な方針は、次のとおりとする。 

 ⑴ 公契約に係る手続の透明性を確保し、公正な競争を促進すること。 

 ⑵ 談合その他の不正行為を排除すること。 

 ⑶ 受注者において労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備を

させること。 

 ⑷ 区内の事業者および持続可能な社会の実現に資する取組を行う事業者の受注

の機会を確保するよう努めること。 
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 ⑸ 公契約の適正な履行および品質の確保を図り、良質な区民サービスの提供に寄

与すること。 

 （区の責務） 

第４条 区は、前条の基本的な方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的かつ効

果的に推進しなければならない。 

 （受注者の責務） 

第５条 受注者は、公契約を締結した者としての責任を自覚し、法令等を遵守すると

ともに、前条の施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に努めなけ

ればならない。 

 （適用範囲） 

第６条 次条から第１３条までの規定は、次に掲げる公契約について適用する。 

 ⑴ 工事または製造の請負契約でその予定価格が１件１億８，０００万円以上のも

の 

 ⑵ 工事または製造以外の請負契約および業務委託契約のうち、その予定価格が１

件２，０００万円以上のものであって、規則で定めるもの 

 ⑶ 規則で定める指定管理協定 

２ 前項の規定は、公契約の受注者が次に掲げる者である場合については、適用しな

い。 

 ⑴ 国または他の地方公共団体 

 ⑵ 他に競争相手がないことを理由として随意契約により区と公契約を締結した

者 

 ⑶ 前２号に掲げる者のほか、区長が認めるもの 

 （労働報酬下限額） 

第７条 区は、公契約において、受注者および受注関係者が労働者等（最低賃金法（昭

和３４年法律第１３７号）第７条に規定する労働者を除く。次条第１項において同

じ。）に対し、区長が定める額（以下「労働報酬下限額」という。）以上の額の労働

報酬（前条第１項第２号および第３号に掲げる公契約にあっては、同法第４条第３

項各号に掲げる賃金を除く。以下同じ。）を支払わなければならないことを定める

ものとする。 

２ 労働報酬下限額は、時間によって定めるものとする。 

３ 労働報酬が時間以外の期間または出来高払制その他の請負制によって定められ

ている場合における当該労働報酬の換算方法は、規則で定める。 

 （労働報酬下限額の算出基準等） 

第８条 区長は、次の各号に掲げる労働者等の区分に応じ、当該各号に定めるものそ

の他の事情を勘案して、労働報酬下限額を算出するための基準（以下「算出基準」

という。）を定めるものとする。 
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 ⑴ 第６条第１項第１号に掲げる公契約に係る業務に従事する労働者等 農林水

産省および国土交通省が決定する公共工事の工事費の積算に用いるための労務

の単価 

 ⑵ 第６条第１項第２号または第３号に掲げる公契約に係る業務に従事する労働

者等 最低賃金法第９条第１項の地域別最低賃金、職員の給与に関する条例（昭

和２６年品川区条例第１７号）第５条第１項第１号イに規定する行政職給料表

（二）に定める額等 

２ 区長は、算出基準を定めようとするときは、あらかじめ、第１４条第１項の品川

区公契約審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、算出基準に基づき労働報酬下限額を定めたときは、これを告示するもの

とする。 

 （公契約において約定する事項） 

第９条 区は、公契約において、第７条第１項に規定するもののほか、別表に掲げる

事項を定めるものとする。 

 （労働者等の申出） 

第１０条 労働者等（労働者等であった者を含む。以下この条、次条第１項ならびに

別表４の項および７の項において同じ。）は、労働報酬が支払われるべき日におい

て、支払われるべき労働報酬が支払われていない場合または支払われた労働報酬の

額が労働報酬下限額を下回る場合は、区長、受注者または受注関係者（当該労働者

等を雇用し、または当該労働者等と第２条第４号イの契約を締結した受注関係者に

限る。）に対し、その事実を申し出ることができる。 

 （報告および立入調査） 

第１１条 区長は、前条の規定による申出があったときまたはこの条例の規定に基づ

き約定する事項の遵守の状況を確認するため必要があると認めるときは、受注者も

しくは受注関係者に対し必要な報告を求め、またはその職員に受注者もしくは受注

関係者の事業所等へ立ち入り、労働者等の労働条件が分かる書類その他の物件を調

査させ、もしくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により事業所等へ立ち入り、調査または質問（以下これらを「立入調

査」という。）を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

 （是正の求め） 

第１２条 区長は、前条第１項の報告または立入調査の結果、受注者または受注関係

者が第７条第１項または第９条の規定により公契約において約定する事項に違反

をしていると認めるときは、受注者に対し速やかに当該違反を是正するために必要

な措置をとるべきことを求めるものとする。 

 （公表） 

第１３条 区長は、別表１０の項に定めるところにより、公契約の解除（指定管理協
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定に係る指定管理者の指定の取消しまたは管理の業務の全部もしくは一部の停止

を含む。同項において同じ。）をした場合は、次に掲げる事項を公表することができ

る。 

 ⑴ 当該受注者または受注関係者の氏名および住所（これらの者が法人である場合

にあっては、名称、代表者の氏名および主たる事務所の所在地） 

 ⑵ 解除をした公契約の件名 

 ⑶ 解除の原因となった違反の内容 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 区長は、前項の規定により公表を行おうとする場合は、当該受注者または受注関

係者に対し、意見を述べ、証拠を提示する機会を与えるものとする。 

 （品川区公契約審議会） 

第１４条 公契約に関する施策の適正な実施を確保するため、区長の附属機関として、

品川区公契約審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じて、労働報酬下限額、算出基準その他の公契約に関

し必要な事項について調査審議し、答申する。 

３ 審議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員７人以内をもって組織

する。 

⑴ 契約、労働環境等に係る識見を有する者 ３人以内 

⑵ 事業者団体関係者 ２人以内 

⑶ 労働者団体関係者 ２人以内 

４ 委員の任期は２年とし、委員が欠けた場合における後任の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様

とする。 

 （委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第６条から第１３条までおよび別表の規定は、令和８年４月１日以後に締結する

公契約について、適用する。 

 （品川区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 品川区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和２９年品川区

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

  別表品川区財産価格審議会の項の次に次のように加える。 
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品川区公契約審議会 会長       ２３，０００円 
委員       ２０，０００円 

 

別表（第９条、第１０条、第１３条関係） 

事項 定める内容 

１ 労働関係法令の遵守に関す

る事項 

受注者は、第２条第４号アに掲げる者に係

る労働環境の整備に関し、労働基準法その他

の労働関係法令の規定を遵守しなければなら

ないこと。 

２ 労働者等との契約条件に関

する事項 

 受注者は、第２条第４号イに掲げる者と請

負契約または委託契約を締結しようとすると

きは、労働基準法その他の労働関係法令の趣

旨を尊重した内容としなければならないこ

と。 

３ 労働者等の継続雇用  受注者は、継続性のある業務に関する公契

約を締結するときは、当該業務に従事する労

働者等の雇用の安定ならびに当該業務の質の

維持および継続性の確保に配慮し、当該公契

約の締結前から当該業務に従事していた労働

者等のうち希望するものを雇用するよう努め

ること。 

４ 労働報酬に係る受注者の連

帯責任に関する事項 

 受注者は、受注関係者が労働者等に対して

支払うべき労働報酬を支払わないときまたは

受注関係者が支払った労働報酬の額が労働報

酬下限額を下回るときは、当該受注関係者と

連帯して、当該労働者等に対し、当該労働報

酬に相当する額またはその差額に相当する額

を支払うものとすること。 

５ 区長への報告に関する事項  受注者は、規則で定めるところにより、労

働者等に係る労働環境の整備に関する事項を

区長に報告しなければならないこと。 

６ 労働者等への周知に関する

事項 

 受注者は、労働報酬下限額その他規則で定

める事項を作業所等の労働者等が見やすい場

所に掲示し、またはこれらの事項を記載した

書面を労働者等に交付しなければならないこ

と。 

７ 不利益取扱いの禁止等に関

する事項 

 受注者および受注関係者は、第１０条の規

定による申出があった場合は、誠実に対応す

るとともに、当該申出をした労働者等につい

て、当該申出をしたことを理由として、解雇、

請負契約の解除その他不利益な取扱いをして

はならないこと。 
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８ 報告および立入調査に関す

る事項 

 受注者および受注関係者は、第１１条第１

項の規定による報告の求めおよび立入調査に

応じ、協力をしなければならないこと。 

９ 約定事項の違反の是正等に

関する事項 

 受注者および受注関係者は、第１２条の規

定による是正の求めを受けた際は、速やかに

是正の措置を講じ、当該措置の内容を区長に

報告をしなければならないこと。 

１０ 公契約の解除に関する事

項 

 区は、次のいずれかに該当する場合は、当

該公契約の解除をすることができること。こ

の場合において、区は、当該公契約の解除に

より受注者または受注関係者に生じた損害を

賠償する責任を負わないこと。 

 ⑴ 受注者または受注関係者が第１１条第

１項の規定による報告の求めに応じず、

または虚偽の報告を行った場合 

⑵ 受注者または受注関係者が立入調査を

拒み、妨げ、もしくは忌避し、または立入

調査に虚偽の回答を行った場合 

⑶ 第１２条の規定による是正の求めに応

じず、または是正の措置の内容について

虚偽の報告を行った場合 

１１ 受注者の損害賠償責任に

関する事項 

受注者は、区が１０の項に定めるところに

より公契約の解除をした場合において、当該

解除により区に損害が生じたときは、その損

害を賠償しなければならないこと。 

１２ 公契約の解除に係る違約

金に関する事項 

 区は、１０の項に定めるところにより公契

約の解除をした場合は、受注者に対し違約金

の支払を求めることができること。 

１３ 受注者と受注関係者との

契約締結に関する事項 

受注者は、受注関係者と公契約に係る業務

について契約を締結するときは、受注関係者

が当該受注者の遵守すべき約定事項について

遵守することとなるよう、約定しなければな

らないこと。     
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　 　マスミ・大雄建設共同企業体

　　代表者　株式会社マスミ電設

(款）

(項）　 (目）

変更の概要

１．工　　　期 令和7年7月31日（変更なし）

２．契約金額 276,100,000円→290,444,110円(14,344,110円増）

３．変更内容 インフレスライド条項による変更

支出科目

（年度）　令和５年度 （会計）　一般会計 民生費

児童福祉費 児童保育費　他

（細節）　工事請負費 （細々節） 普通建設 令和６・７年度債務負担行為

（節）　工事請負費

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札 変更契約金額
290,444,110円

(14,344,110円増）

契約の相手方

東京都品川区東五反田一丁目7番6号藤和東五反田ビル４階

代表取締役　渡部　弘太郎

令和6年11月25日

令和６年　第４回定例会　第９２号議案

件　　　名
中原保育園および中原児童センター改築電気設備工事請負契約
の変更について

総 務 委 員 会 資 料
企画経営部経理課
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１． 工 事 件 名 中原保育園および中原児童センター改築電気設備工事

２． 工 事 場 所

３． 工 期 （変更なし）

令和７年７月３１日

４． 建 築 物 概 要 （変更なし）

・ 規 模

敷 地 面 積 ：　　７５０．１５㎡ 建 築 面 積 ：５２１．１７㎡

延 床 面 積 ：１，７６８．２７㎡ 建 物 高 さ ：　１８．９９ｍ

階 数 ：地上５階

・ 構 造

構 造 ：鉄骨造 杭 ・ 基 礎 ：杭基礎（既成杭）

・ 環 境 性 能

太陽光発電設備

屋上設置 ：410W×15枚(6.15kW)

手すり設置 ：250W×49枚(12.25kW)

蓄電設備 ：9.8kWh

ZEB　Ready認証取得

・ 空 調 設 備

空 調 方 式 ：個別空調方式 熱 源 ：電気

・ 衛 生 設 備

給 水 ：直結直圧方式 給 湯 ：局所給湯方式

・ 電 気 設 備

受 電 方 式 ：高圧受電方式

・ 昇 降 機 ：ロープ式　1基　11人乗り

５． 工 事 概 要 （変更なし）

・電灯設備 ・動力設備 ・受変電設備

・太陽光発電設備 ・構内情報通信網設備 ・構内交換設備

・拡声設備 ・インターホン設備 ・テレビ共同受信設備

・監視カメラ設備 ・自動火災報知設備 ・トイレ呼出設備

・昇降機設備

６． 変 更 概 要 工期内の賃金又は物価の急激な変動に対応するため、インフレ

スライド条項（工事請負契約条項第25条第6項）を適用する。

中原保育園および中原児童センター改築電気設備工事請負契約の変更について

  概  要  書

品川区小山１-４-１
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（変更金額）

[当初]　２億７，６１０万０，０００円（令和５年７月１１日契約）

[今回変更]　２億９，０４４万４，１１０円

→当初から　１，４３４万４，１１０円の増額（約５．２％増）

７． 関 連 別 途 工 事

中原保育園および中原児童センター改築工事

中原保育園および中原児童センター改築機械設備工事
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　 　東急グリーン・日緑建設共同企業体

　　代表者　東急グリーンシステム株式会社東京営業所

(款）

(項） (目） (節) 工事請負費

変更の概要

１．工　　　期 令和7年2月28日（変更なし）

２．契約金額 283,368,800円→297,289,300円(13,920,500円増）

３．変更内容 別紙概要書のとおり

支出科目

（年度）　令和５年度 （会計）　一般会計 土木費

都市計画費 公園管理費

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和６年度債務負担行為

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札 変更契約金額
297,289,300円

(13,920,500円増）

契約の相手方

東京都品川区西五反田五丁目２１番１８号大井ビル２０２号室

　　所長　藤本　隆

令和6年11月25日

令和６年　第４回定例会　第９３号議案

件　　　名 西五反田公園改修工事請負契約の変更について

総 務 委 員 会 資 料
企画経営部経理課
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西五反田公園改修工事 請負契約の変更について 

概  要  書 

 

 

１．工事件名  西五反田公園改修工事 

 

 

２．工事場所  品川区西五反田五丁目６番４号 

 

 

３．工  期  令和７年２月２８日（変更なし） 

 

 

４．工事概要  ・遊具等の改修 

・便所の改築 

・水飲み等のバリアフリー化 

 

 

５．変更概要 

〈主な変更内容〉 

（１）舗装復旧面積の変更 

 （２）バリアフリー施設、休憩施設の追加 

（３）インフレスライド条項の適用 

 

〈変更金額〉 

〔当   初〕２億７，６６２万３,３８０円（令和５年１０月２４日契約） 

〔第１回変更〕２億８，３３６万８,８００円（令和６年４月２２日専決） 

〔今 回 変 更〕２億９，７２８万９,３００円 

→ 当初比で２，０６６万５９２０円の増額（約７．４７％増） 

→ 第１回変更比で１，３９２万円５００円の増額（約４．９１％増） 
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　 　新井・沼田土建建設共同企業体

　　代表者　株式会社新井組東京支店

（項）　河川費 (目）　河川下水道費

総 務 委 員 会 資 料

令和６年　第４回定例会　第９４号議案

東京都品川区大崎一丁目６番３号

　　執行役員支店長　森谷　敏朗

令和6年11月25日 企画経営部経理課

件　　　名 勝島地区雨水管整備工事請負契約

契約方法 制限付き一般競争入札 583,330,000円契約金額

契約の相手方

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和７・８年度債務負担行為

（節）　工事請負費支出科目

（年度）　令和６年度 （会計）　一般会計 （款）　土木費

３．工事内容 別紙概要書のとおり

工事の概要

１．工　　　期 令和８年７月２１日

２．工事場所 品川区勝島二丁目付近
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入札状況調書( 執行）

[参考] 辞退理由： 2　配置予定技術者の配置が困難になったため。
3　積算価格が予定価格を超過したため。　

479,000,000円
　　取締役支店長　高野　浩司

3

佐藤・大旺新洋建設共同企業体

辞退

佐藤工業株式会社東京支店
中央区 3,000,000,000円

　　常務執行役員支店長　三澤　早登志

大旺新洋株式会社東京土木支店
品川区

辞退

株式会社福田組東京本店
千代田区 5,158,408,000円

　　取締役常務執行役員本店長　大塚　進一

日本ノーディッグテクノロジー株式会社
品川区 60,000,000円

　　代表取締役　山田　直樹

1 583,330,000円

新井・沼田土建建設共同企業体

株式会社新井組東京支店

2

福田・日本ノーディッグ建設共同企業体

令和6年10月24日

勝島地区雨水管整備工事

予定価格（税込）　 ¥583,341,000

番号
会　　　社　　　名

所在地 資本金
入札金額

代　　　表　　　者 １回目

品川区 500,000,000円
　　執行役員支店長　森谷　敏朗 落札

沼田土建株式会社東京支店
品川区 49,000,000円

　　東京支店長　山中　猛
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 勝島地区雨水管整備工事 

概要書 

 

 

  １．工事件名  勝島地区雨水管整備工事 

 

 

  ２．工事場所  品川区勝島二丁目付近 

 

   

  ３．工  期  令和８年７月２１日 

 

 

  ４．工事概要   本事業は、勝島地区における浸水被害の軽減を図るため、既設の浜川幹線

につながる雨水管を新たに整備するものである。 

        本工事においては、競馬場通りに延長約２６７メートルの雨水管を整備す

るとともに、特殊人孔２箇所を築造する。 

 

       ・推進工     内径１.２ｍ 延長約２６７ｍ 

・特殊人孔築造  ２箇所 

 

５．その他   浸水対策事業は東京都からの受託事業である。 

 

  ６．工程表 

   

 

 

  

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

勝島地区雨水管整備工事 1工区

　　　　　　　 ※
【発注予定工事】

2工区
3工区

※今後の発注予定工事の工期については、現在の見込み

　　　　　　　　　　　　 　 年度
項目
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断 面 略 図 

案 内 図 

推進工 特殊人孔②築造 特殊人孔①築造 

深さ 

約11.1～13.9m 

特殊人孔②築造 

内径3.5m 

深さ約12.4m 

推進工 

内径1.2m 

延長約267m 

推進工 

第一京浜 

 

特殊人孔①築造 

内径2.25m 

深さ約13.5m 

第一京浜 

 

推進工 推進工 

勝島橋 

 

1工区 
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　 　大成・鈴中建設共同企業体

　　代表者　大成建設株式会社東京支店

(款）

(項） (目） (節) 工事請負費

変更の概要

１．工　　　期 令和7年7月31日（延長104日）

２．契約金額 732,490,000円→924,847,000円(192,357,000円増）

３．変更内容 別紙概要書のとおり

支出科目

（年度）　令和４年度 （会計）　一般会計 土木費

河川費 河川下水道費

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和５～７年度債務負担行為

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札 変更契約金額
924,847,000円

(192,357,000円増）

契約の相手方

東京都新宿区西新宿六丁目８番１号

　　常務執行役員支店長　中村　有孝

令和6年11月25日

令和６年　第４回定例会　第９５号議案

件　　　名
第二戸越幹線整備工事（北品川特殊人孔等整備）請負契約の変
更について

総 務 委 員 会 資 料
企画経営部経理課
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第二戸越幹線整備工事（北品川特殊人孔等整備）請負契約の変更について 

概要書 
 

１．工事件名  第二戸越幹線整備工事（北品川特殊人孔等整備） 

 

２．工事場所  品川区北品川三丁目付近 

 

 ３．工 期   (変更前) 令和７年２月２８日 

         (変更後) 令和７年７月３１日（延長１０４日） 

 

 ４．変更概要  （１）管きょ工（開削）〈呼び径(内法)2500 ㎜×2000 ㎜ 2 連〉 

            既設護岸改造方法の変更 

            補助地盤改良工の数量変更 

            建設発生土処分先の変更 

         （２）S№2特殊人孔工 

             コンクリートの種類の変更 

         （３）仮設工（特殊人孔） 

             仮締切方法の変更 

             交通管理工の数量変更 

         （４）管きょ工〈仕上がり内径 3500 ㎜〉 

             二次覆工延長の変更 

         （５）仮設工（二次覆工） 

             仮設備工の追加 

             交通管理工の数量変更 

         （６）共通仮設費 

             運搬費の変更 

             事業損失防止費の追加 

         （７）その他 

             インフレスライド条項の適用 

         （８）工期の変更 

             契約工期の延伸（１０４日間） 

 

 〈変更金額〉 

       〔当 初〕 ７億３,２４９万円（令和５年１月１２日契約） 

       〔今回変更〕 ９億２,４８４万７,０００円 

        →当初から１億９，２３５万７，０００円の増額（約２６．２％増） 
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東京教科書供給株式会社

代表取締役社長　松枝　寛

(款）

(項）　 (目）

３．買入内容

令和6年11月25日 企画経営部経理課

支出科目

契約の概要

１．契約日等 契約日：平成２７年４月９日　納期：同月３０日

２．納品場所 区指定場所

（年度）　平成２７年度 （会計）　一般会計

　学校教育費

契約金額

契約の相手方

別紙概要書のとおり

（細節）　一般需用費 （細々節） 一般需用費

（節）　需用費　学校管理費

教育費

総 務 委 員 会 資 料

令和６年　第４回定例会　第９８号議案

東京都大田区南千束一丁目１２番４号

件　　　名 教師用指導書他の買入れの追認について

契約方法 随意契約 41,557,719円
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教師用指導書他の買入れの追認について 

 

概要書 

１ 追認を求める理由 

    「議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例」第

３条の規定に基づき、契約の予定価格１件４，０００万円以上の財産の取得に

ついては、議会の議決を経て行うべきところ、これを経ずに平成２７年度に動

産の買入れを行っていたため。 

 

２ 買入物品 

    教師用指導書他 

 

３ 買入理由 

    平成２７年度における小学校教師用の指導書および教科書を買い入れる。 

 

４ 製品選定経過 

    品川区教育委員会で採択された教科書および当該教科書に係る教師用の指

導書を選定した。 

 

５ 買入価格 

    ４１，５５７，７１９円 

     （内訳）一般需用費 ４１，５５７，７１９円 

 

６ 買入品目 

    教師用指導書 ２，９００冊 

    教師用教科書 ４，３７４冊 
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東京教科書供給株式会社

代表取締役社長　松枝　寛

(款）

(項）　 (目）

３．買入内容

令和6年11月25日 企画経営部経理課

支出科目

契約の概要

１．契約日等 契約日：令和２年４月１日　納期：同月３０日

２．納品場所 区指定場所

（年度）　令和２年度 （会計）　一般会計

　学校教育費

契約金額

契約の相手方

別紙概要書のとおり

（細節）　一般需用費 （細々節） 一般需用費

（節）　需用費　学校管理費

教育費

総 務 委 員 会 資 料

令和６年　第４回定例会　第９９号議案

東京都大田区南千束一丁目１２番４号

件　　　名 教師用指導書他の買入れの追認について

契約方法 随意契約 63,746,850円
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教師用指導書他の買入れの追認について 

 

概要書 

１ 追認を求める理由 

    「議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例」第

３条の規定に基づき、契約の予定価格１件４，０００万円以上の財産の取得に

ついては、議会の議決を経て行うべきところ、これを経ずに令和２年度に動産

の買入れを行っていたため。 

 

２ 買入物品 

    教師用指導書他 

 

３ 買入理由 

    令和２年度における小学校教師用の指導書および教科書を買い入れる。 

 

４ 製品選定経過 

    品川区教育委員会で採択された教科書および当該教科書に係る教師用の指

導書を選定した。 

 

５ 買入価格 

    ６３，７４６，８５０円 

     （内訳）一般需用費 ６３，７４６，８５０円 

 

６ 買入品目 

    教師用指導書 ３，６３３冊 

    教師用教科書 ７，０６７冊 
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　 　大成温・野田建設共同企業体

　　代表者　大成温調株式会社

変更契約金額

（項）　児童福祉費 （節）　工事請負費

令和６年　第４回定例会　報告第３０号

件　　　名
専決処分の報告について（中原保育園および中原児童センター
改築機械設備工事請負契約の変更）

（会計）　一般会計

総 務 委 員 会 資 料
令和6年11月25日 企画経営部経理課

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札

支出科目

230,274,110円
(10,274,110円増）

契約の相手方

東京都品川区大井一丁目４９番１０号

　　代表取締役社長　水谷　憲一

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和６・７年度債務負担行為

（款）　民生費（年度）　令和５年度

（目）　児童保育費 他

変更の概要

１．工　　　期 令和7年7月31日（変更なし）

２．契約金額 220,000,000円→230,274,110円(10,274,110円増）

３．変更内容 インフレスライド条項による変更
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１． 工 事 件 名 中原保育園および中原児童センター改築機械設備工事

２． 工 事 場 所

３． 工 期 （変更なし）

令和７年７月３１日

４． 建 築 物 概 要 （変更なし）

・ 規 模
敷 地 面 積 ：　　７５０．１５㎡ 建 築 面 積 ：５２１．１７㎡
延 床 面 積 ：１，７６８．２７㎡ 建 物 高 さ ：　１８．９９ｍ
階 数 ：地上５階

・ 構 造
構 造 ：鉄骨造 杭 ・ 基 礎 ：杭基礎（既成杭）

・ 環 境 性 能
太陽光発電設備
屋上設置 ：410W×15枚(6.15kW)
手すり設置 ：250W×49枚(12.25kW)
蓄電設備 ：9.8kWh
ZEB　Ready認証取得

・ 空 調 設 備
空 調 方 式 ：個別空調方式 熱 源 ：電気

・ 衛 生 設 備
給 水 ：直結直圧方式 給 湯 ：局所給湯方式

・ 電 気 設 備
受 電 方 式 ：高圧受電方式

・ 昇 降 機 ：ロープ式　1基　11人乗り

５． 工 事 概 要 （変更なし）

・空調設備工事　　　　　・換気機器・ダクト設備工事
・給水設備工事　　　　　・給湯設備工事　　　　　・排水設備工事
・衛生器具設備工事　　・都市ガス設備工事　　・地中熱設備工事

６． 変 更 概 要 　工期内の賃金又は物価の急激な変動に対応するため、工事請負

契約条項第25条第６項（インフレスライド条項）を適用する。

〈変更金額〉

〔当　　　初〕　２億２，０００万円（令和５年７月１１日契約）

〔今回変更〕　２億３，０２７万４，１１０円（令和６年１０月２４日専決）

　→　当初比で１，０２７万４，１１０円の増額（約４．６７％増）

７． 関連別途工事

中原保育園および中原児童センター改築工事

中原保育園および中原児童センター改築電気設備工事

中原保育園および中原児童センター改築機械設備工事請負契約の変更について

  概  要  書

品川区小山１－４－１
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　 　法月・長谷川建設共同企業体

　　代表者　法月建設株式会社

変更契約金額

（項）　社会福祉費 他 （節）　工事請負費

令和６年　第４回定例会　報告第３１号

件　　　名
専決処分の報告について
（荏原保健センター等複合施設大規模改修工事請負契約の変更）

（会計）　一般会計

総 務 委 員 会 資 料
令和6年11月25日 企画経営部経理課

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札

支出科目

2,808,891,470円
(3,891,470円増）

契約の相手方

東京都品川区二葉四丁目１７番１０号

　　代表取締役　法月　俊介

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和６～８年度債務負担行為

（款）　民生費　他（年度）　令和５年度

（目）　高齢者福祉費 他

変更の概要

１．工　　　期 令和8年4月30日（変更なし）

２．契約金額 2,805,000,000円→2,808,891,470円(3,891,470円増）

３．変更内容 インフレスライド条項による変更
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１． 工 事 件 名 荏原保健センター等複合施設大規模改修工事

２． 工 事 場 所

３． 工 期 （変更なし）

令和８年４月３０日

４． 建 築 物 概 要 ・ 規 模

敷 地 面 積 ：　４，０３１．９３㎡ 建 築 面 積 ：　３，１５９．２５㎡

延 べ 面 積 ：１４，９２９．００㎡ 建 物 高 さ ：　　　　２８．８５ｍ

階 数 ：地上７階／地下１階

・ 構 造

構 造 ：鉄筋コンクリート造 杭 ・ 基 礎 ：直接基礎(一部杭基礎)

・ 建 設 年

建 設 年 ：平成９年２月

・ 環 境 性 能

太陽光発電設備：更新前：3ｋW　更新後：7.5ｋW（増3.5ｋW）

・ 空 調 設 備

空 調 方 式 ：中央熱源式

・ 衛 生 設 備

給 水 ：受水槽方式

・ 電 気 設 備

受 電 方 式 ：高圧受電方式

・ 昇 降 機 ：（特養）乗用、人荷用、寝台用、小荷物用　各１台

（保健所）乗用　１台

５． 工 事 概 要 （変更なし）

・ 建 築 物

　・内装改修工事

　・区管理部分（1～4階）の外壁改修工事

　・区管理部分（5階屋上部分）の防水改修工事

・ 外 構

　・フェンス、側溝、樹木等撤去・新設工事等

６． 変 更 概 要 　工期内の賃金又は物価の急激な変動に対応するため、工事請負
 契約条項第25条第６項（インフレスライド条項）を適用する。

〈変更金額〉

〔当　　　初〕　２８億５００万円（令和５年７月１１日契約）　

〔今回変更〕　２８億８８９万１，４７０円（令和６年１０月２４日専決）

　→　当初比で３８９万１，４７０円の増額（約０．１４％増）

７． 関連別途工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修電気設備工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修機械設備工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修工事請負契約の変更について

  概  要  書

品川区荏原２－９－６
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　 　太洋・東海管・オオサキ建設共同企業体

　　代表者　太洋テクニカ株式会社

変更の概要

１．工　　　期 令和8年4月30日（変更なし）

２．契約金額 3,290,100,000円→3,361,047,470円(70,947,470円増）

３．変更内容 インフレスライド条項による変更

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和６～８年度債務負担行為

（款）　民生費　他（年度）　令和５年度

（目）　高齢者福祉費 他

総 務 委 員 会 資 料
令和6年11月25日 企画経営部経理課

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札

支出科目

3,361,047,470円
(70,947,470円増）

契約の相手方

東京都品川区西五反田八丁目１１番２１号

　　代表取締役　二階堂　浩幸

変更契約金額

（項）　社会福祉費 他 （節）　工事請負費

令和６年　第４回定例会　報告第３２号

件　　　名
専決処分の報告について（荏原保健センター等複合施設大規模
改修機械設備工事請負契約の変更）

（会計）　一般会計
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１． 工 事 件 名 荏原保健センター等複合施設大規模改修機械設備工事

２． 工 事 場 所

３． 工 期 （変更なし）

令和８年４月３０日

４． 建 築 物 概 要 ・ 規 模

敷 地 面 積 ：　４，０３１．９３㎡ 建 築 面 積 ：　３，１５９．２５㎡

延 べ 面 積 ：１４，９２９．００㎡ 建 物 高 さ ：　　　　２８．８５ｍ

階 数 ：地上７階／地下１階

・ 構 造

構 造 ：鉄筋コンクリート造 杭 ・ 基 礎 ：直接基礎(一部杭基礎)

・ 建 設 年

建 設 年 ：平成９年２月

・ 環 境 性 能

太陽光発電設備：更新前：3ｋW　更新後：7.5ｋW（増3.5ｋW）

・ 空 調 設 備

空 調 方 式 ：中央熱源式

・ 衛 生 設 備

給 水 ：受水槽方式

・ 電 気 設 備

受 電 方 式 ：高圧受電方式

・ 昇 降 機 ：（特養）乗用、人荷用、寝台用、小荷物用　各１台

（保健所）乗用　１台

５． 工 事 概 要 （変更なし）

・空調設備工事　　　・換気設備工事　　　・給水給湯設備工事

・排水設備工事　　　・衛生設備工事　　　・都市ガス工事

・消防設備工事　　　・自動制御設備工事

６． 変 更 概 要 　工期内の賃金又は物価の急激な変動に対応するため、工事請負

 契約条項第25条第６項（インフレスライド条項）を適用する。

〈変更金額〉

〔当　　　初〕　３２億９，０１０万円（令和５年７月１１日契約）　

〔今回変更〕　３３億６，１０４万７，４７０円（令和６年１０月２４日専決）

　→　当初比で７，０９４万７，４７０円の増額（約２．１６％増）

７． 関連別途工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修電気設備工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修機械設備工事請負契約の変更について

  概  要  書

品川区荏原２－９－６
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　 　八千代・マスミ・コスモ建設共同企業体

(款）

（項）　 (目） (節) 工事請負費

変更の概要

１．工　　　期 令和8年4月30日（変更なし）

２．契約金額 1,980,000,000円→1,988,802,090円(8,802,090円増）

３．変更内容 インフレスライド条項による変更

支出科目

（年度）　令和5年度 （会計）　一般会計 民生費　他

高齢者福祉費　他

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和６～８年度債務負担行為

社会福祉費　他

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札 変更契約金額
1,988,802,090円
(8,802,090円増）

契約の相手方

東京都品川区北品川一丁目9番２号

代表者　八千代電設工業株式会社東京支店

支店長　嵓田　邦夫

令和6年11月25日

令和６年　第４回定例会　報告第３３号

件　　　名
専決処分の報告について
（荏原保健センター等複合施設大規模改修電気設備工事請負契
約の変更）

総 務 委 員 会 資 料
企画経営部経理課
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１． 工 事 件 名 荏原保健センター等複合施設大規模改修電気設備工事

２． 工 事 場 所

３． 工 期 （変更なし）

令和８年４月３０日

４． 建 築 物 概 要 ・ 規 模

敷 地 面 積 ：　４，０３１．９３㎡ 建 築 面 積 ：　３，１５９．２５㎡

延 べ 面 積 ：１４，９２９．００㎡ 建 物 高 さ ：　　　　２８．８５ｍ

階 数 ：地上７階／地下１階

・ 構 造

構 造 ：鉄筋コンクリート造 杭 ・ 基 礎 ：直接基礎(一部杭基礎)

・ 建 設 年

建 設 年 ：平成９年２月

・ 環 境 性 能

　　太陽光発電設備：更新前：3ｋW　更新後：7.5ｋW（増3.5ｋW）

・ 空 調 設 備

空 調 方 式 ：中央熱源式

・ 衛 生 設 備

給 水 ：受水槽方式

・ 電 気 設 備

受 電 方 式 ：高圧受電方式

・ 昇 降 機 ：（特養）乗用、人荷用、寝台用、小荷物用　各１台

（保健所）乗用　１台

５． 工 事 概 要 （変更なし）

・電灯設備　　　　・動力設備　 　　　・受変電設備　　　・太陽光発電設備

・拡声設備　　　　　・構内交換設備　　 ・映像音響設備　　 ・電気錠設備　 

・監視カメラ設備　 ・ﾅｰｽｺｰﾙ設備　　　・テレビ共同受信設備

・昇降機設備　　　 ・誘導支援設備　　 ・防犯・入退室管理設備　　

・火災報知設備　　・駐車場管制設備　・構内情報通信網設備 

・その他

荏原保健センター等複合施設大規模改修電気設備工事の変更について

  概  要  書

品川区荏原２－９－６
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６． 変 更 概 要 工期内の賃金又は物価の急激な変動に対応するため、工事請負契約

 条項第25条第６項（インフレスライド条項）を適用する。

〈変更金額〉

　〔当　　　初〕　１９億８，０００万円（令和５年７月１１日契約）　

　〔今回変更〕　１９億８，８８０万２，０９０円（令和６年10月24日専決）

　　→当初比で８８０万２，０９０円の増額（約０．４４％増）

７． 関 連 別 途 工 事

荏原保健センター等複合施設大規模改修工事

荏原保健センター等複合施設大規模改修機械設備工事
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　 　東急・大洋・東建設共同企業体

　　代表者　東急建設株式会社東日本建築支店

（年度）　令和３年度

（目）　学校管理費

変更の概要

１．工　　　期 令和8年10月30日（変更なし）

２．契約金額 5,629,690,000円→5,664,527,000円(34,837,000円増）

３．変更内容 別紙概要書のとおり

支出科目

5,664,527,000円
(34,837,000円増）

契約の相手方

東京都渋谷区渋谷一丁目１６番１４号

　　執行役員支店長　安藝　実

（会計）　一般会計

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和４～８年度債務負担行為

（款）　教育費

（項）　学校教育費 （節）　工事請負費

令和６年　第４回定例会　報告第３６号

件　　　名
専決処分の報告について
（第四日野小学校校舎改築その他工事請負契約の変更）

総 務 委 員 会 資 料
令和6年11月25日 企画経営部経理課

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札 変更契約金額
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１． 工事件名 第四日野小学校校舎改築その他工事

２． 工事場所 品川区西五反田４－２９－９

３． 工　　 期 令和８年１０月３０日

(変更なし)

４． 工事内容 【建物概要】

(変更なし) 　構　　　造 ： 校舎棟　鉄骨造、倉庫棟　鉄筋コンクリート造

　階　　　数 ：

　建築面積 ： ３，２６５．８４㎡

　延床面積 ： ９，４５４．７３㎡

　建物高さ ：

　

５． 変更概要

〈変更金額〉 ５４億２，９６０万円（令和３年７月１４日契約）

５５億８，３０２万８千円（令和４年１２月２３日専決）

５６億２，９６９万円（令和５年６月２８日専決）

５６億６，４５２万７千円（令和６年１０月１７日専決）

　→　３，４８３万７千円の増額（約０．６２％増）

　　 　当初比で２億３，４９２万７千円の増額（約４．３３％増）

６． 関連別途工事

第四日野小学校校舎改築その他電気設備工事

第四日野小学校校舎改築その他機械設備工事

〔第１回変更〕

〔 今 回 変 更 〕

第四日野小学校校舎改築その他工事請負契約の変更について

   概  要  書

校舎棟　地上５階、倉庫棟　平屋建て

　　　２５．８０ｍ

〔第２回変更〕

〔 当 初 〕

　施工段階の精査による、仮グラウンドの仕様変更、アスベスト除去内容の
変更、建設発生土の搬出先の変更、既存杭引抜数量の変更等について、
設計内容を変更する。
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　 　鴻池・仲岡・東建設共同企業体

　　代表者　株式会社鴻池組東京本店

変更契約金額

（項）　学校教育費 （節）　工事請負費

令和６年　第４回定例会　報告第３７号

件　　　名
専決処分の報告について
（浜川中学校校舎改築その他工事請負契約の変更）

総 務 委 員 会 資 料
令和6年11月25日 企画経営部経理課

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札

支出科目

6,198,401,000円
(24,552,000円増）

契約の相手方

東京都中央区日本橋本町一丁目９番１号

　　取締役専務執行役員本店長　鎌田　克明

（会計）　一般会計

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和５～９年度債務負担行為

（款）　教育費（年度）　令和４年度

（目）　学校管理費

変更の概要

１．工　　　期 令和9年8月31日（変更なし）

２．契約金額 6,173,849,000円→6,198,401,000円(24,552,000円増）

３．変更内容 別紙概要書のとおり
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１． 工事件名 浜川中学校校舎改築その他工事

２． 工事場所 品川区東大井３－１８－３４

３． 工　　 期 令和９年８月３１日

(変更なし)

４． 工事内容

(変更なし)　【新校舎建築工事】

校舎、屋外倉庫、廃棄物保管庫、駐輪場の建設

構　　　　　　造 ：　鉄骨造　一部鉄骨鉄筋コンクリート造

階　　　　　　数 ：　地上６階

敷　地　面　積 ：　　８，２２９．７２㎡

建　築　面　積 ：　　３，１３６．５０㎡

延　床　面　積 ：　１１，８０５．２７㎡

建　物　高　さ ：　　　　　２４．９８m

　

５． 変更概要

〈変更金額〉

〔 当 初 〕 ６０億４，５６０万円（令和４年７月７日契約）

〔第１回変更〕 ６１億７，３８４万９千円（令和５年５月２日専決）

〔第２回変更〕 金額の変更なし（令和５年１１月２１日変更）

〔 今 回 変 更 〕 ６１億９，８４０万１千円（令和６年１０月１７日専決）

　→　２，４５５万２千円の増額（約０．４０％増）

　　　 当初比で１億５，２８０万１千円の増額（約２．５３％増）

６． 関連別途工事

浜川中学校校舎改築その他電気設備工事

浜川中学校校舎改築その他機械設備工事

浜川中学校校舎改築その他工事請負契約の変更について

   概  要  書

　施工段階での精査および諸官庁との協議により、アスベスト除却内容の
変更、建設発生土の搬出先の変更、下水取付管の改修範囲の変更、地中
障害物の撤去等について、設計内容を変更する。
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　 　ナカノフドー・田中・まつもと建設共同企業体

　　代表者　株式会社ナカノフドー建設

変更の概要

１．工　　　期 令和11年3月30日（変更なし）

２．契約金額 6,116,000,000円→6,271,474,000円(155,474,000円増）

３．変更内容 別紙概要書のとおり

（細節）　工事請負費 （細々節）　普通建設 令和６～１０年度債務負担行為

（款）　教育費（年度）　令和５年度

（目）　学校管理費

総 務 委 員 会 資 料
令和6年11月25日 企画経営部経理課

当初の
契約方法

制限付き一般競争入札

支出科目

6,271,474,000円
(155,474,000円増）

契約の相手方

東京都千代田区九段北四丁目２番２８号

　　代表取締役社長　飯塚　隆

変更契約金額

（項）　学校教育費 （節）　工事請負費

令和６年　第４回定例会　報告第３８号

件　　　名
専決処分の報告について
（城南第二小学校改築工事請負契約の変更）

（会計）　一般会計
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１． 工事件名 城南第二小学校改築工事

２． 工事場所 品川区東品川３－４－５

３． 工　　 期 令和１１年３月３０日

(変更なし)

４． 工事内容

(変更なし) 【新校舎建築工事】

校舎・屋外倉庫・給食調理室の建設、校庭整備、既存校舎解体工事

構　　　　　　造 ：　校舎棟　鉄筋コンクリート造　一部　鉄骨造

 　倉庫棟　鉄筋コンクリート造

階　　　　　　数 ：　校舎棟　地上５階、倉庫棟　地上１階

敷　地　面　積 ：　６，７７１．０６㎡

建　築　面　積 ：　２，９９５．９１㎡

延　床　面　積 ：　９，６４０．４６㎡

建　物　高　さ ：　　　　２１．３５m

　

５． 変更概要

〈変更金額〉

〔 当 初 〕 ６１億１，６００万円（令和５年７月１１日契約）

〔 今 回 変 更 〕 ６２億７，１４７万４千円（令和６年１０月１８日専決）

　→　当初比で１億５，５４７万４千円の増額（約２．５４％増）

６． 関連別途工事

城南第二小学校改築電気設備工事

城南第二小学校改築機械設備工事

城南第二小学校改築工事請負契約の変更について

   概  要  書

　施工段階での精査による建設発生土の搬出先の変更、地中障害物の
撤去、新校舎の杭長の変更および各種仕上等の仕様について、設計内容
を変更する。
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